◆02　田中恵美子・西村明子「知的障害のある人の結婚・子育てを含む生活支援のあり方に対する研究（１）」
■報告要旨（2,000字以内）［註、文献、図表等も含む］

1. 研究の目的
本研究の目的は、知的障害のある夫婦へのインタビューを通して、知的障害者の結婚、子育てを含む生活実態を明らかにし、その支援のあり方について検討を行うことである。　
障害者が結婚し、子どもを得て暮らす生活は現在では基本的人権として当然のことである。しかしながら、障害者の性・結婚生活は、現在でもその障害ゆえに阻まれることがある。特に知的障害の場合、避妊を前提とした支援が行われている場合があり、本来許してはならない現実である。
障害の社会モデルは、障害は障害のある個人の問題（悲劇）ではなく、その環境が生み出す障壁であると理解する。本研究では、障害の社会モデルを念頭に置きつつ、特に知的障害のある人が結婚し、子どもを得て暮らす生活を、当たり前に行うことができるような支援体制の在り方について検討を行う。
2. 研究の方法
　調査の第一段階として、結婚・子育てに対する支援が友好的に試行されているＡ機関及びその利用者、9組の夫婦（うち2組に複数子ども有）及び4人の支援者にインタビュー調査を行った。インタビューは承諾書及び誓約書を取り交わし、1回2時間程度、質問項目をある程度設定し、できる限り自由に語ってもらった（半構造的インタビュー）。調査に先立ち東京家政大学倫理委員会に承認を受けた。
　質問項目は、基本属性（氏名、年齢、性別、家族構成等）のほか、出会いから結婚までの経過、日常生活の状況（就労状況、福祉サービスの利用状況等）、ソーシャルサポート（近隣との関係、家族関係、その他困ったときの支援等）、子どもがいる場合は子育て支援（アドバイスや実際の援助をどこからどのように受けているか等）、今後結婚を考えている人たちへのアドバイスなどである。
　　
3. 結果及び今後の課題
　インタビューの結果、Ａ機関では交際や結婚を斡旋するような支援は特に行っていないが、就労支援事業や余暇活動等の法人の活動の中で気の合う者同士がいることがわかった場合には個々に対応し、付き合いが本格化するころには性に関しても個別的に、特に男性に対して男性職員が相談支援を行っていることがわかった。また、地域の他のＮＰＯ法人で出会いの機会をつくる催しを行っており、その活動を通してカップルが誕生する場合があることがわかった。
　交際に際し、家族から反対がある場合にはできる限り本人たちの気持ちを尊重し、家族との調整も行っていた。調査対象となった9組の夫婦は、結婚歴も夫婦関係も個々に異なっており、結婚生活に双方が満足しているケースばかりではないようだったが、他者と共同して生きていく夫婦・家族という単位での様々な経験を通して、成長していることを実感しているという発言が多く聞かれ、生活者としてエンパワーメントされていることがわかった。また、それは支援者からも評価とともに語られた。
このようにＡ機関は、個別的にきめ細かく地域生活を支援しているが、Ａ機関の主たる事業は就労に関する支援であり、就労環境が整うと、その後は金銭管理を含む緊急時対応の契約を希望者に対して結ぶことになる。これによりＡ機関は、月額数千円の安価な費用（利用者が100％自己負担）で月1回程度の訪問を含む間接的な支援を行う立場となる。しかしながら、契約上、間接的な立場とはなるが、実質的には緊急時を含め「困ったとき」に必ず連絡が入り、妊娠から出産、子育てにおける支援体制の整備まで、場合によっては長期的な関わりが求められる。法人としては、先の費用では、これらに対する人員配置は難しいため、グループホームの職員の一部を地域生活支援に回している。
　このような状況から、結婚・子育てを含む緊急対応や地域での生活継続のための地域生活支援として一定の事業を行うことが求められているといえよう。
　今後の課題としては、避妊を前提とした結婚に関する支援を行っている機関でのインタビュー調査のほか、子どもを持つ知的障害カップル・家族への支援体制の現状について調査を継続し、知的障害のある人が結婚し子育てする環境が現在抱えている課題を明らかにするとともに今後の支援体制の在り方について検討していきたい。
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